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2本日ご確認いただきたい事項

◼ 当機関では、再生可能エネルギーの主力電源化に向けて、送変電設備の効率性を確保しつつ、電源
を早期に系統に接続できる仕組みである「コネクト＆マネージ」の各取組みを進めてきた。

◼ 「N-1電制」は2022年7月から本格適用を開始、「ノンファーム型接続」は2021年1月に基幹系統、
2023年4月にローカル系統に適用を拡大してきたところである。
これにより、新たに系統連系を希望する10kW以上の電源は、平常時において系統制約による出力
制御を前提に系統連系することとなる。

◼ 今後、再エネ電源等の大量導入に伴い、全国的に系統混雑が徐々に拡大することが想定されること
から、将来の系統混雑の状況を的確に把握するとともに、発電事業者等の予見性を高めることや、
発電所等の立地を非混雑系統へ誘導していくことなどの対応が重要となる。

◼ このような背景のもと、国の第50回系統ワーキンググループ（2024年3月11日）では、系統混雑に
関する中長期見通しの算出方針等が示され、当機関においても検討を深めていくこととされた。

◼ これを受けて、本日は、系統混雑に関する中長期見通しの算出に向けて、前提条件や算出方法等を
整理したため、ご確認をいただきたい。
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◼ 再生可能エネルギーの主力電源化に向けて、送変電設備の効率性を確保しつつ、電源を早期に
系統に接続できる仕組みである「コネクト＆マネージ」の各取組みを進めてきた。

（参考）コネクト＆マネージの取組み概要

コネクト＆マネージの取組み全体像

(MW)

最大潮流
（想定）

空容量

運用容量

想定潮流

①

②

③
③

①想定潮流の合理化（2018.4～）

エリア全体の需給バランス、自然変動電源の
均し効果等を考慮し、想定潮流を精緻化

②N-1電制（2022.7より本格適用）

N-1故障発生時に瞬時に電源出力を制限
することで、運用容量を拡大

③ノンファーム型接続（次頁）

系統混雑時の出力制御を前提に、系統増強
せずに電源を系統に接続し、系統の空き容量
を最大限活
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◼ 「ノンファーム型接続」は2021年1月に基幹系統、2023年4月にローカル系統へ適用を拡大。現在、
新たに系統連系を希望する10kW以上の電源は、平常時系統制約による出力制御が前提となる。

（参考）ノンファーム型接続の適用系統
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ノンファーム型接続による受付を行った再生可能エネルギー等の状況

◼ 再エネ電源等の導入増加等により、平常時の系統制約による出力制御を前提とした新規電源の系統
接続申込は増加傾向にあり、2023年12月末時点で、今後の系統接続予定(契約申込)の電源は
約1,450万kWとなっている。

◼ 基幹・ローカル系統に新たに連系する電源はノンファーム型接続となることから、さらに電源の系統接続が
増加すると、これらの系統で系統混雑が徐々に増加することが想定される。

（2021年1月～）
空き容量のない基幹系統での
ノンファーム型接続受付開始

（2022年4月～）
基幹系統のノンファーム型
接続受付開始

（2023年4月～）
ローカル系統のノンファーム
型接続受付開始

約1,800万kW

約280万kW
約1万kW

約4,020万kW

約290万kW

約5万kW

約4,840万kW

約980万kW

約30万kW

約1,450万kW

約9,840万kW

約70万kW

出所）各一般送配電事業者公表資料より広域機関が作成（2024年3月時点）



6足元の系統混雑見通し（2024年度）

◼ 2024年度には、東京電力PG管内のローカル系統2箇所で系統混雑が生じる見通しである。

◼ なお、その他のエリアにおいても、電源・需要の動向、連系線の潮流状況によっては、系統混雑が発生
する可能性がある。

第48回 系統ワーキンググループ（2023年10月16日）資料5



7中長期的な系統混雑見通し（2028年度）

◼ 第70回本委員会(2023.9.22)にて、2028年度の代表３断面(重負荷期、軽負荷期等)における
系統混雑の想定結果を報告した。その中で、100箇所以上の系統で混雑発生の可能性を示した。

◼ 今後、系統混雑見通しの精緻化とともに、系統混雑に伴う課題と対応の検討を進める必要がある。

第70回広域系統整備委員会（2023年9月22日）資料3



8今後の系統混雑の中長期見通しの算出について

◼ 国の第50回系統ワーキンググループ(2024.3.11)において、再エネの導入拡大にあたり事業者の
予見性確保のためには系統混雑に関する中長期的な見通しが重要とされ、その算出方針や前提
条件の方向性が示された。

◼ また、算出にあたっては、広域機関の委員会においても検討を深めていくこととし、本年夏頃を目途に
結果を報告することが示されている。

第50回 系統ワーキンググループ（2024年3月11日）資料2
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第50回 系統ワーキンググループ（2024年3月11日）資料2

（参考）系統混雑の中長期見通しの算出方針



10（参考）系統混雑の中長期見通しの前提条件の方向性

第50回 系統ワーキンググループ（2024年3月11日）資料2



11系統混雑に関する中長期見通しの算出方法・前提条件

◼ 系統混雑に関する中長期見通しについて、第50回系統ワーキンググループで示された方針等に
基づき、以下の方法・前提条件にて、算出を進めることとしてはどうか。

前提条件

算出対象

算出項目 ・混雑系統、混雑電力量、出力制御電力量等をエリア・系統毎に算出

対象系統
・全ての基幹系統およびローカル系統を対象
・対象年度までに使用開始する系統増強等を考慮

対象年度
・５年度先を対象
（2024年度においては、2029年度の系統混雑を算出）

評価断面 ・年間8,760時間で算出

需 要
・最新の供給計画における当該年度をベースに蓋然性の高い新規需要として、
算出対象年度末までに供給開始が想定される需要を考慮

電 源
・最新の供給計画における当該年度をベースに蓋然性の高い新規電源として、
算出対象年度末までに運用開始が想定される電源の導入量を考慮

再エネ設備利用率 ・エリア毎に過去の出力実績より想定



12系統混雑に関する中長期見通しの算出のイメージ

◼ 前頁の前提条件に基づき、系統毎に2029年度時点の年間8,760時間の電力潮流を想定のうえ、
運用容量との比較から最大混雑量、年間混雑電力量等を算出する。

◼ 基幹系統の電力潮流は、地域間連系線潮流の影響が大きいことから、全国メリットオーダーシミュ
レーション結果に基づき想定を行うことを基本とする。ローカル系統については、基本的に実績等を
ベースに需要・電源を個別に積み上げて想定を行うこととする。

春

想
定
潮
流
[M
W
]

夏 秋 冬

【8,760時間の混雑想定の算出イメージ】

想定潮流

運用容量

↓年間混雑電力量[MWh]

最大混雑量[MW]
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◼ これまで、当委員会においては、5年度先の代表３断面(重負荷期、軽負荷期等)における系統混雑
の想定結果を報告してきた。今後は、算出対象を年間8,760時間として想定を行うことで、混雑
状況の把握がより精緻化するものと考えられる。

◼ また、全国メリットオーダーシミュレーションを元にした年間8,760時間の系統混雑等の想定に加えて、
期待される供給力※に対する系統制約等も別途算定を検討することとしたい。

当委員会におけるこれまでの系統混雑想定からの変更点

これまでの混雑想定 今回の方法

対象年度 5年後 5年後

基幹系統

・想定潮流合理化ガイドラインに基づき
代表３断面(重負荷期・軽負荷期等)を
対象に混雑を想定
（期待される供給力への制約等も考慮）

・全国メリットオーダーシミュレーションを基に
年間8,760時間の系統混雑等を想定
(実需給段階の系統混雑量)
・上記に加えて、期待される供給力への
制約等も別途算出を検討

ローカル系統 同 上

・年間8,760時間の系統混雑等を想定
(実需給段階の系統混雑量)
・必要に応じて、期待される供給力
への制約等も別途算出を検討

※2028年度までの系統混雑想定結果を踏まえ、現時点において容量市場等で期待される供給力には系統制約を考慮していない。



14系統混雑に関する中長期見通しの情報公表について

◼ 今後の再エネ電源の導入拡大に向けて、中長期的な混雑系統や混雑量等の情報は、発電事業者
等の予見性を高めることや、発電所等の立地を非混雑系統へ誘導していく観点からも重要であると
考えられる。

◼ そのため、今回の系統混雑に関する中長期見通しの算出結果（混雑系統・混雑量等）については
公表することとしたい。



15今後のスケジュール

◼ 本日、ご確認いただいた結果を踏まえて、本年夏頃までを目途に、具体的な系統混雑に関する
中長期見通しの算出作業を進めていくこととしたい。

◼ 算出結果については、当委員会にてご確認をいただくとともに、その確認結果を踏まえて国へ報告
することとしたい。



16

以下、参考



17（参考）2027・2028年度の系統混雑想定方法

出所）第63回広域系統整備委員会（2022年9月21日）資料2-1より抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2022/files/seibi_63_02_01.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2022/files/seibi_63_02_01.pdf


18（参考）系統混雑に関する（自然変動電源の出力制御の）中長期見通しの算出方法

出所）第50回 系統ワーキンググループ（2024年3月11日）資料2より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/shin_energy/keito_wg/pdf/050_02_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/shin_energy/keito_wg/pdf/050_02_00.pdf


19（参考）系統混雑に関する（自然変動電源の出力制御の）中長期見通しの算出方法

出所）第50回 系統ワーキンググループ（2024年3月11日）資料2より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/shin_energy/keito_wg/pdf/050_02_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/shin_energy/keito_wg/pdf/050_02_00.pdf


20（参考）容量市場における混雑系統の電源の費用負担

出所）第85回制度検討作業部会（2023年10月13日）資料4より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/085_04_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/085_04_00.pdf


21（参考）需給調整市場における混雑系統の電源の費用負担

出所）第75回制度検討作業部会（2023年1月27日）資料4より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/075_04_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/075_04_00.pdf


22（参考）将来の価格シグナル導入に向けた対応

出所）電力ネットワークの次世代化に向けた中間とりまとめ（概要）（2021年9月）より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/20210903_1.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/20210903_1.pdf

